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医療 機関の 赤字経営 とそ の 意 味

一 独 立 行 政法 人 国 立 病院機構 の 分析 を 通 して
一

衣笠 　陽子

〈 論文要 旨〉

　本稿 は平成 16 年 度 よ り独 立 行 政法 人 化 された 国 立病 院機構 の 第 1 期公 表財務諸表 を も と に ，

国立 病院機構 に属す る各病 院 の 経営状態お よび 費 用構 造 を分析 し た もの で ある ．独 立 行政法 人

国立 病院機 構 とし て 初 めて 公 表 された デー
タ を も とに 赤字病 院 ・黒 字病院の 費用構造 を 明 ら か

に す る と共 に 厂他 の 公 的 病院」 と して 日赤 ， 済生 会， 自治 体病院 と の 比 較 を行 う．また 施設 別

損 益計算書 をも とに ，国立 病 院機構 に属 す る全 154 病 院に つ い て 診療業務利益，教育研 修 業務

利 益 ，臨床 研 究業務 利益 に 分 け，当期純 利益 に至 る まで の 業務内容 に 区分 した 利 益傾 向 の 類型

化 を行 う，さ ら に 病院 規模特 性 お よ び診 療科 の 特性 を排 除す る た め ， 医 業収 益 を
一定 に調整 し ，

独 立行政法 人 国立病院機構の 費用構 造 の 分析 を した ．そ の 結 果 ， 赤字！黒字 の 別 で は な く ， 医 療

機関 の 当期純利益額 を 0 を 中心 と して連続で捉 え る必 要 が あ る こ とが 明 らか にな っ た ． こ の こ

とは 医療機 関 に お ける赤 字経 営 の 意 味 を捉 える 際 に示 唆に 富む 事 実 で あ る ．

〈キ ーワー ド〉

　病院管理 会計 ， 国立 病院機構 ， 非営利 組織管理 会計

The 　Meaning 　of 　Deficit　Operations　in　Medical　Organizations

：Through 　the　Analysis　ofthe 　Operation　ofNational 　Hospital　Organization

Yoko　Kinugasa

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 Abstract

　 The 　purpose　of 　this　paper　is　to　analyze 　the　state　of 　management 　and 　the　cost 　structure 　 of 　each

hospital　that　belongs　to　the　National　Hospital　Organization（NHO ），　based　on 　the　first　tenn　financial

statements ．　 The　 cost 　 structure 　 of 　the　 NHO 　 as　 an 　 independent　 admin ｛strative 　 agency 　 is　 clarified

comparing 　with 　other 　public　hospitals．　The　prefit　tendency 　is　patternized，　divid圭ng 　into　the　diagnos童s

and 　trea重ment 　business　profit，　the　educational 　training　business　profit，　and 　the　clinical 　research 　business

profit　based　on 　statement 　of 　income　according 　to　facilities，　In　addition ，　the　cost 　structure 　was 　analyzed

by　adjusting 　the 　hospital　scale 　characteristic 　and 　the　characteristic 　ofthe 　medical 　office ．　It　is　clear 　that

deficit　or 　surplus 　is　not 　important，　and 　we 　should 　continuously 　capture 　the　amount 　Qf　the　gross　profit　by
centering 　on 　O　of 　the　medical 　institution．　This　is　suggestive 　when 　we 　would 　grasp　the　true　meaning 　of

藍oss 　operations 　in　the　medicahnstitutions ．
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1． 医療機関 に お け る管理会計

1． 1　 医療機 関 にお け る管理 会 計

　近 年 ， 持 続 可能 な 社会保 障 の 確 保 とい う観点 よ り ， 医療機関 の 赤字経営 が 問題 視 され る こ と

に加 え 「医療機 関 にお け る管理会 計」 が 注 目され て い る
1
．しか しな が ら少 な く とも現 時点 にお

け る管理 会計研 究 の 主流 は 企 業 を対象 と し た もの で あ り， 高度 な専 門家集 団 か つ 非 営利 で あ る

医療機 関に お け る管理 会計の 機 能に つ い て の 研究 は，まだ 蓄積 が 少 な い ．非 営利 で ある医療機

関 は ， 利益 と い う 目的お よび 統
一

指標 で 表 し うる企 業 と は異 な り，利 益 が 組 織 にお ける最終 目

的 で はない
2
．企 業 に お い て 発展 して きた管理 会計 の シ ス テ ム お よび諸技 法 を，医療機 関に お い

て機 能 させ るた め に は ，か な りの 調整 が 必 要 と なる．ま た 医療 機 関独 自の 管理 会計 と い う視 点

を もつ こ とが 重 要で あ る． こ の よ うな視 点 を も っ て 日本 の 医療 機 関 に 目 を転 じた 際 ，注 意を 要

す るこ とは ， 日本 の 医療 機 関の 開設 主体 の 多様性 で ある（表 1 参 照）．

（表 1） 開設者別 に見 た施設
」
　 （平　18　5月 末 　在 ）

病 院 般診療万 歯科診療所

設
’

設 設
’

総 　 　 　 　　 数 　 　 　 　　 　 899798639 67463
国　厚生労働省　　　　　　　　22
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

’
　
1
　 　　　 擘

籔
・蠻鑿 餐攤 麟 翻 ＿ ．

　　　国立大学法 人

　　 　独 立行政法 人労働者 健

　　 　 そ　の 　他

493640

　 25
避　蕣　 ．

　 118

　 　 8
　 474

　　　　 曹

灘 靆 、簸

　　　　：
　 　 　 　 4

都　道　府 　県 298 326 10
市　　町 　　村 7533275 283
日　 　　 　 赤 93 205 謄

済　 　生　 　会 80 51 一

北海道 社会事業協会 7 「 卩

厚 　　生 　　連 122 59 ρ

国民健康保 険団体連合会 1 2 ρ

全 国社会保 険協会連合会 52 14 ρ

厚生 年金 事業振興 団 7 2 8

船 員 保 険 会 3 15 ．

健康保険組合及び その 連合 耳 16 412 5
共済組 合及 びそ の 連合会 46 272 6
国民健康保 険組合 1 11 卩

公 　益　法　人 398 930 167
医　療　法　人 569131877 9044
学　校　法　人 103 159 19
社 会 福 祉 法 人 1756168 20
医　療　生　協 79 320 43

会　　　　 社 562371 33
そ の 他 の 法 人 69 843 80
個　　　　　人 65450700 57749

　　 （出所）厚生労働省大臣官房統計情報 部 人 口 動態 ・保 健統計課 保健 統計室　健康政策統計第
一

係

　　 　　 　　 　　 　 「医療施設 動 態調 査 （平成 18 年 5 月末概数）」 2006 年 8 月 9 日発表 ，

表 1 に あ る よ うに ， 日本 の 医療機 関 は 国や 自治体 に よ る運 営の 公 的病 院か ら， 日 赤や済 生 会
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な どの 「そ の 他公 的」J 私 的医 療 法人 等 ，多様 な開設主 体に よ っ て 構 成 され て い る
3
．そ し て 開

設主 体が異 な る とい うこ とは ， 担 う役 割 か ら制 度的 環境 に 至 る まで 経営環 境が異 な る こ とを意

味す る．ゆ え に 医療機 関 に お け る管理 会計研 究 にお い て は ，当該 開設 主体 の 特 質 を考慮す る こ

とが 必要 とな る ，以 上 の 問題意 識 の も と，本稿 は ，平成 16 年 度 よ り独 立行 政 法人 化 され た 旧国

立 病 院，す なわ ち独 立 行 政法 人国 立 病院機 構 の 経 営状態 の 分析 を行 うもの で あ る ，平成 16年度

の 第 1 事業年度公 表財務諸表 を も とに ，国立 病院機構 に 属す る各病院 （「施 設」 ）の 経営状 態お

よび 費用 構造 を分析す る こ とに よ り ， 赤 宇経営 の 種類 を 国立 病院 の 担 う事 業別 段 階 よ り把 握 し，

傾 向 を明 らか にす る．

1．2　独 立行政 法 人 国 立病 院機 構 の 分析 の 視 点

　 こ こ で独 立 行政 法人 国立 病 院機構 の 分 析 を行 う こ とに は ，以 下 の 2 点 の 理 由が 挙げ られ る ．

まず ，今 回初 め て 個別 の 「施 設 ］，す なわ ち病 院 の 詳 細 な財務諸 表 を
一

堂 に会す こ とが で きる よ

うにな っ た とい うこ とで あ る ．従 来 の 官庁会 計 に代 わ り，企業 会計 準則 の 要素 も取 り入 れ た独

立行 政法 人会計基 準 に則 っ た 財務諸表 を公 表す る よ うにな っ た た めに ，経 営状 況 に 関す る情報

公 開 の 度合 い が高ま っ た の で ある ．他 の 開設 主体 に比 べ て 国立病院 の 歳出対歳入 率は 高い こ と

や ，給 与費 が 高い こ とが 経 営状況 に大 き く影 響 し て い る とい うこ とは ， 国立 病 院全 体の マ ク ロ

の 数 値 で は 指摘 され て きた こ と で は あ る
4
． しか し個 々 の 病院 （国立 病 院機 構 は 平成 16 年 度 4

月 1 日 の 時 点で 全国 に 154 病院） に つ い て の 経営状況 に っ い て は ，あま り議論 が な され て い な

い ．また国 立 病院 は ，政策 医療（表 2 参 照）や 臨床 研 究 ， 看護 師 の 養 成等 ， 他 の 開設 主体 の 病院

と は 異な る役 割も担 うた め ，
一

般 会計 か らの 繰入 お よび 財 政投融 資か らの 借入 金 等が あ り，民

間 の 病 院 とは 異 なる財務状 態に あ る．そ の 特異性 の た め に ，他 の 開設主 体 の 病 院 との 経営状況

の 比 較 を行 う際 に は，比 較 対象 とし て は挙 げ られ る こ とは あま りな い ． し か し同 じ条件 下 に あ

る 国立 病院 同士 の 間 にお い て ，そ の 経 営 状況 お よび費用構 造 を明 らか に し，比 較 をす る こ とに

よ り，赤字病院す な わ ち 当期 純利 益 が マ イナ ス とな っ て い る病 院 の 費用傾 向が 明 らか に なる．

さ らに は 医療機 関 の 赤字 要因 の 考察 を行 うこ とが 可 能 とな る．

（出所 ） 総務省財政制度審議会 （2003 ） 「国立 病院特別会計 に つ い て 」 厚 生 労働省提 出資料 p．4．

　次 に ，国 立 病院機 構 を 取 り上 げ る理 由の 第 2 点 目 とし て ，政 策評価 とい う視 点 の 必 要性 が 挙

げ られ る．「政策」 とは 国の 行政課 題 に対応 させ る た め の 特定 の 目的や 目標 を有 し，また 当該事

項 を 実現 させ る予 算等行 政 資源が組 み 合わ され た行 政活 動 を形 成 し，そ の 行政活動 を通 じて
一

定 の 効果 を国民 生活や経 済 社会 に 及 ぼす 「もの 」 で ある
5
．そ して 当該活動 の 効果 に関す る情報
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を収集 ・分析 し，そ の 分析 結果 に っ い て 政策の 目的や 目標 な ど の
一定 の 尺 度 に照 らして検討 し ，

当初の 目的 との 対 比 を 行 い 達成度合（ア ウ トカ ム ）を測定す る こ とが 「評 価 」 で あ る
6
．医療 とい

う入 命 を扱 う機関 に お い て ， 会 計数値 の み に よ る評価が
一

面的 で あ り，実態 を正 確に 反映 する

こ と は 困難 で あ るこ とは 事実 で あ る
7
．しか し独 立 行政法人 で あ る 国立病 院機構 は ，

一般 の 医療

法 人 と比 較 して ， 特 に 経営情報 の 透明 性お よび 経営の 効率性が 強 く要請 され て お り ， 独 立 行政

法人 化 に あ た り ， 決 算情報 の 開示 が 義務づ け られ て い る ．す なわ ち運 営 資 金 も し くは設 立 資金

と して ，公 的資金 が投入 され て い る設 置主体 で は ， そ の 資金投入 の 効 果 に つ い て の 評価 が求め

られ て い るの で あ る
8
．以上 の こ とか ら，独 立 行 政法 人 国立 病院機 構 に っ い て 政 策評価 と い う観

点 よ りそ の 経営状 態 の 分析 が求 め られ る の で ある ．

　独 立 行政 法 人国立 病 院機構 の よ うな公 共性 の 高 い 医療機 関は ，2 つ の 側 面 か ら評価 を受け る
9
．

まず 「投 入 され た公 的 資金 等 に 対 して 効 率的 な経 営 を行 っ て い る こ とに 対す る説 明責任 と して

業績 評価 を受 け る 亅
10．次 に 「非課 税 の 恩 典 を受 け，公 的資金 を投 入 し て 運営 を行 うこ と に対

す る説 明責任 と し て 政 策 評価 を受 け る」
11
．経 済性 と効率性 の 説 明責任 （「業績評価 ・執行評価」）

は個 々 の 医 療 機関に 求 め られ ，有効性 の 説 明 責任 （「政策 選 択評 価」） は 当該 医療機 関の 監督 官

庁 に 求 め られ る
12．以 上 の 分 析視 点 の 実行 手段 として ，独 立 行 政法 人国 立 病 院機構 の 第 1 期公

表財務 デー タ（平成 16 年度 ）を用 い た 費用 構造 分析 を位置 づ け るこ とが で き る．

2． 独 立 行政法 人 国立 病院機構 の 発 足 の 経緯お よび 現状

2． 1　独 立行政法人 国 立病院機構 の 発 足 の 経緯

　独 立 行 政法 人 国立 病院機 構 と は
， 医療 鬮立 病 院 ・療養所 が 担 うべ き 国 の 政策 を，確実か つ 効率

的 ・効果 的 に 行 うた め ，国 立 高度専門 医療セ ン タ
ー

及び 国 立 ハ ン セ ン 病療 養所 を除 く 旧 国立病

院
・
療養所が ，国 と は独 立 した法人 へ と移行 され ，平成 16 年 4 月 に 154 施 設 か ら成 る機構 と し

て発 足 した もの で あ る
i3
．

　以 下 ， 国 立 病院 の 歴 史の 概 要 をま とめ て お く ．独 立 行政法 人 国 立病 院機 構 の 前身の で あ る国
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ’

立 病院 は ，旧 陸海軍所 属 の 病院 を厚 生 省 が 引 き継 い だ 医療機 関 と して ，昭 和 20 年 12 月 に発 足

した もの で あ っ た。当初は 146 ヶ 所で あ っ た もの が ， 廃止 や 国立療養所 へ の 転換 ， 地 方公 共 団

体 へ の 移譲 ， さらに は 昭 和 61 年 か らの 国立病 院
・療養 所 の 再編成 計画 の 実施等 に よ り，平成 15

年 度宋 に は 全国で 59 ヶ 所 とな っ た ．な お 国 立 が ん セ ン タ ーは 昭和 37 年 2 月 ，国立循環器 セ ン

タ
ー

は 昭 和 52 年 6 月 に ，国立 国際 医 療 セ ン タ
ー

は 平成 5 年 10 月 に ， 国立 成 育医 療 セ ン タ
ー

は

平 成 14 年 3 月 にそ れ ぞれ 発 足 し ， が ん ， 循環 器病 ， 感染症等 ， 国際的 な調査研 究 が必 要 な疾病

及 び 成 育医 療 に つ い て の 高度先駆 的 医療 の 他 ， 病因
・病態の 解明 ， 診断 ， 治 療法の 開発 ・研 究 を

行 っ て い る．

　 ま た 同 じ く 国立 病院機構 の 前身で あ る 国立 療 養所 は ， 旧軍 事保 護院書簡の 結核療養所 ， 精神

療養所 ， 脊髄療養所 を 厚生 省が 引 き継 い だ もの で ， 特殊 な療養を 要す る者 に 対す る医療機関 と

して 昭和 20 年 12A に 発足 ， その 後 さ らに 結核 療養 所 も引 き継 い だ もの で あ る．平成 15 年 度末

で は全 国 に 95 ヶ 所 あ っ た ．国立 療 養 所 で は結 核，重症心 身障 害等 に 対す る専 門的診療 業務の ほ

か ，看護 師養成所 24 ヶ 所 お よび 理学療法 士 ，作業 療法 士養 成所 4 ヶ 所 が 附 設 ，運営 され て い る ．

2． 2　国立 病院特 別会計

　国立病 院お よび 国 立療養 所の 会計 は ，独 立行政 法人 化 され る以 前 は 国 立病 院特 別会 計 に お い
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て 実施 され て い た ．国立 病院 特 別 会計 とは 国 立病院特別 会計法 （昭 和 24 年法律第 190 号）に 基

づ き，昭和 24 年 7A に設 置 され た もの で あ る．昭和 43 年度 か らは，従 来 ，
一

般会計 で 経理 さ

れ て きた 国立 療養 所 （国 立 ハ ン セ ン 病 療養所 を除 く） の 経理 も ， こ の 特別 会 計で 行われ る よ う

に な り ，
「病院勘定」 と 「療養 所勘定」 の 2 勘定 が設 置 され た ．す なわ ち病院勘定 に お い て は ，

国立病院 ， 国立 がん セ ン ター
， 国 立循環器 病セ ン ター，国立 国際 医療 セ ン ターお よび国立 成育

医療 セ ン ターの 経 理 が ，そ して 療養所 勘 定 にお い て は，国立 療養所 （国立 ハ ン セ ン 病療養所 を

除 く），国立 精神 ・神経セ ン タ
ー

お よび 国立 長寿 医療 セ ン タ
ー

の 経 理 が そ れ ぞ れ行 わ れ て い た ．

　図 1 お よび 図 2 は 国立病院特別 会計 の 歳入お よび 歳出 の 推移 で あ る ．平成 16 年で は ， 国立 病

院特別会 計 の 歳 入 は 総額 が 9798 億 円 で あ るが ，そ の 内訳 は診 療収 入 が 7818 億 円，
一

般 会計受

入 が 1124 億 円，借 入金 ・雑収 入等 が 784 億 円，また 剰余 金積 立 か らの 積 立 金 受入 が 72 億 円 と な

っ て い る．ま た 歳 出は，病院 ・療養所 経営 費が 7977 億 円，国債整 理 基 金 特別会計繰 入 が 948 億

円 ， 特別 施設整備 費 が 654 億 円，
一

般 施設整備 費が 82 億 円，看護 師等養 成 費が 72 億 円，医療

技術等 開発研 究費 が 60 億 円 とな っ て い る ．

　 前述 の よ うに 平成 16 年度 に 国立 病 院 療 養所 は 独 立行 政 法 人化 され ， 国 立病院機構 へ と移行

した ．機 構設 立 の 目的は ， 主 に 「累計約 8400 億 円 の 債 務を抱 え る国 立病 院 の 経営 効率化」
14
と

され る ．こ の 結果 ，全 国の 国立 病院 は
一

元管理 ・運営 され ，職員 給与 ，人 員 体制 の 見直 しや 病院

施設 の 民 間移譲 が 進 め られ る こ とに な っ た
15
．す なわ ち 、国立 病院特 別 会計 を構成す る病 院勘

（図 1）　国立 病院特別 会 計歳入 （内訳）の 推移 　（億 円）
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　　 　 （出 所 ） 厚生労働省 （2003） f資料 3 平成 15年度国 立 病院特別会計予算 （案） の 概要 」 『第 9 回国立

病院 ・療 養所 の 独 立 行 政 法 人 に お け る 財 政運 営 と効 率 化 方 策 に 関 す る 懇 談 会 資 料』2003 年 2 月 28 日 p，2−3．

　　　　　　　　　 （図 2） 国立 病院特別会計歳出（内訳）の 推移 　（億 円）
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　　（出所） 厚生労 働省 （2003） 「資料 3 平 成 15年 度 国 立 病院特別会計 予 算 （案）の 概 要」 『第 9 回国立病院 ・

療養 所 の 独 立 行政法 人 に お け る財 政運営 と効 率化 方策 に 関 す る 懇 談会資料 』2003 年 2 月 28 日 p，2−3．

定 64 施設 （うち 国立 高度 専 門医 療セ ン タ
ー

で あ る，国 立 が ん セ ン タ
ー

中央病院 ，国立 がん セ ン

タ
ー

東病院 ，国立 循環器 病 セ ン タ
ー

，国立 国 際医療セ ン ター
， 国 立成 育医療 セ ン タ ーを含 む）

と ， 療養所 勘 定 98 施 設 （うち国立 高度 専 門医療 セ ン タ
ー

で ある ， 国立 精神 ・神 経セ ン タ ー武蔵

病 院 ， 国立 精神 ・神 経セ ン タ
ー

国府台病院 ，国 立 長寿 医 療セ ン タ
ー

を含 む ）の 計 162 施設 は ，平

成 16 年度 4 月 1 日よ り，国立 高度 専門 医療セ ン ター 8 施 設 （国立 が ん セ ン タ ー中央病 院 ，国 立

が ん セ ン タ ー東病 院 ， 国立循環器 病セ ン ター
， 国立 国際医療セ ン タ

ー
，国立 成育医療 セ ン ター

，

国 立精神 ・神 経 セ ン ター武蔵 病院，国 立 精神 ・神 経セ ン タ
ー

国府 台病 院 ，国 立 長寿 医 療 セ ン タ ー）

の 国 立 高度 専門 医 療 セ ン タ ー特別 会 計 と，154 施設 の 国立 病院 ・療養所 の 独 立 行 政法 人 国立 病院

機構 へ と再編 され た （図 3 参 照）．

2． 3　官庁会 計か ら独 立行政法 人 会 計 へ

　独 立 行政 法 人化 され た国 立病院機 構 は
， 経費総額 を対 前年 度比 で どれ だ け減 らせ る か とい っ

た こ とや ，職 員の 削減 人 数 ， 事 業の 終 了時期 な どに つ い て
， 数値 目標 を盛 り込む こ と等が 求め

られ ， ま た 従 来の 予算 重視体質の 運 営か ら ， 業績評価が 重 視 され る運 営体制 へ と変化 した
16
．

さ らに複式簿記 に よ る会 計処理 や 発 生 主義 の 適用 ，損益取 引 と資 本取 引 との 区分等，会計基 準

も従来 の 官庁 会計か ら企業 会計 の 考え方 を取 り入 れ た独 立 行 政法 人会計 基 準が導入 され る こ と

に な っ た
17

（図 4 参 照）．ま た 国 立病 院時 に は 利益 及 び 損失 の 処 理 に っ い て ，毎会 計年度 の 損益 計

算上 利益 が 生 じた際 は 基金 組み入 れ を ， 損失が 生 じた 際 は基金 減額 を ， とい う整理 が 行われ て

い た が，独 立 行政法人 化 後 は毎事 業年度 ，損益 計算 にお い て 利 益 が生 じた 際は 前事 業年度 か ら

　　　　　　　　　　　　　　　　（図 3） 国 立病 院 ・療 養所 の 姿
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国立病院特別会計

病院勘定64施設

うち国立高度専門医療セ ン タ
ー

・国立が んセ ン タ
ー

中央病院
・国立がんセ ン ター東病院
・国立循環器病セ ン ター
・国立国際 医療セ ン ター
・国立 　育 医療セ ン ター

5

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 5

院

　　院
　　 95

国立高度専門医療セ ン ター特別会計

（平成 16年4月 1日〜）

国の機 関 として 存続

国立高度専門医療セ ン ター （8）
・
国立がんセ ン タ

ー
中央病院

・
国立 が んセ ン タ

ー
束病院

・国立循環器病セ ン ター
・国立 国際医療セ ン ター
・国立成育医療セ ン タ

ー

・国立精神神経セ ン タ
ー

武蔵病院
・国立精神神経セ ン ター国府台病院
・国立長寿医療セ ン タ

ー

独 立行政法人国立病院機構

（平成 16年度4月 1日〜）

（154施設）

（出所） 厚 生 労働省医政局国 立 病院指導課監 査 指導決算係 （2006） 「国立 病院特別会 計」

　　　　 （厚 生 労 働 省 平 成 15年 省 庁別 財 務書 類 の 公 表 に つ い て ）p．405−406．

（図 4） 会計 制 度 の 比 較

国立 病院特別会計 企業会計原則 独 立行政法人会計基準

対象 国立病 院 ・国立療養 株式会社等営利 独 立行政法人
企

会計 処理 方法 現金主義 発生主

単式簿記 複式簿記
発 生主義 適用 しない 適 用す る （減価償 却費 ， 未払費用等 の 計上）

予　 ・決算 予算中心 主義 決算 中心 主義 予算 （中期 計画 ・年度計画）

と　　 の 双方を
損益 取引 と資 区分な し 損 益取引 と資本取 引の 区分 あ り

本取 引の 区分

利益 （剰余 積立 金 と して 積み 立 企 業 の 裁量 で 処 法人 の 経営努力 に よ る利 益 は

金 ）処 分 て 翌 々 年度歳入 に繰 分 可能 目的積立 金 と し て 中期 計画の

入 法 定準備金積 立 使途 に 充て られ る

株主 へ の 配 当

財 務諸表 ・歳入 歳出決定計算
・
貸借対照表 ・貸借対照表

・貸借 対照表 ・損益 計算書 ・損益計算 書
・損益 計算書 ・キ ヤ ツ シ ュ フ ・キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー計算書

ロ ー計算書
・財産 目録 ・利益の 処分ま ・利益の 処分又 は 損失の 処理

た は 損失の 処 理 に関す る書類
に関す る書類

・積 立 金明細票 ・付属明細書 ・付属明細書
・債務 に 関す る計算 ・行 政サ

ー ビ ス 実施 コ ス ト計
圭 耋

（出所） 厚 生 労働省 （2002） 「資料 2 企業会計基準 に 基 づ く財政 運 営 に つ い て 1 『第 7 回　国 立 病院 ・療養所 の

　　　　　 独 立 行 政 法 人 に お け る 財 政 運 営 と効 率化 方 策 に 関す る 懇談会資料』 2002／7131p．4．

の 繰越損 失 を埋 め，その 上 で 残余 が あ る ときは 中期 計 画で 定 め る場合 を除 き積 立 金 とし て 整理

し，損 失発 生 の 際 は ，積 立 金 を 減額 して 整理 し，不 足が あ る と きは繰 越欠 損金 と して 整 理 す る

と い う処理 が行 われ る よ うに な っ た
19．
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　こ の よ うに国立 病院機構 の 独立 行政 法 人 会 計 は，従 来 の 官庁 会計 よ り企 業会 計原 則 に 近づ い

た と もの とな っ て い る， しか し こ こ で 独 立 行 政法 人 と営利 企業で は ，損益 計算に 対 す る考 え方

が 基本的 に 異な る こ と に注意す る必 要 が あ る．独 立行政法 人 と営利企業 との 相違 点 は ， 独立 行

政法人 がそ の 公 共 的な性格 よ り利益獲得 を 目的 と した独 立採算制 を前提 としない 点 ， また独 立

行 政法人 は 政策 の 実施主 体で あ り ， 企画 立案 の 主体 は 国 で ある た め ， 独 自の 判断 で は意 思決 定

が 完結 しな い 点，さ らに剰 余金 の 獲 得 を 目的 と し て 出資す る資本 主 を予定 して い ない 点等で あ

る
19
．中で も大きな違い は ，営利 企 業 が 利 益 の 獲得 を 目的 と して い る の に 対 し，独立行政法人

は 事業運 営 の効 率 的な 実施を 目的 と し て い る点 で あ る
2°
． こ の こ とを反 映 して 独立 行政法人 の

財務報告の 目的 は ， 付託 され た 経済資源 を 情報 開示 の 対 象 ， 運営状況 ， 財政状態 の 捕捉 ， 事後

の 業績 評価 の た め の 情 報提供 ， そ し て 利 益 ま た は損 失 を確 定す るた め の 損 益計 算で あ る
21
，と

位 置 づ け られ て お り，独 立行 政 法人財 務報 告 に対 して は，よ り業績評 価 に資す る要 素 が重視さ

れ て い る（図 5 参 照）．

（図 5）独 立 行政 法 人制度 の 概要

事前関与 ・統 制か ら

事後チ ェ ッ ク へ の 移　 評価委員会に よる評価　 国民に 幅広 い 事項を公表
　 　　 行

（出 所 ） 厚 生 労 働省 （2002）「資料 2 企 業会 計 基 準 に 基 づ く財 政運 営 に つ い て 」『第 7 回　国 立 病 院
・療養 所 の

　 　　 　　 独 立 行政法 人 に お け る財政 運 営 と効 率 化 方策 に 関 す る懇 談会資料』2002 ／7131p、4．

3． 独 立 行政法 人 国立 病院機構 の 費用 構造 と 当期純利益

　以 下 で は 業務内容 に 従 っ て 区 分 し た 損 益 の 把 握 を行 っ た ．具 体的 に は   診療 業務利 益 ，  教

育研 修 業務利 益 ，  臨床研 究業務利 益 に 分 け て ，最終 的な 当期 純利 益 に 至 る ま で の 利益 傾 向 の

類型 化 を行 い
， また各病 院に対 す る補助金 を 控 除 した 場 合の 利益 に つ い て も算出す る こ とに よ

り，経営実態の 把握 を行 っ た ．

3． 1　 分析 方法 お よ び独 立 行 政法 人 国立 病 院機構 の 全 体分析

　 こ こで は独 立行 政法入 が 公 表 した 平成 16 年 度第 1期 財務諸表 の 損益 計算書を 用い て ， 費用構

造 の 分析 を試 み た ．当該 機構 の 損益計 算書 は 執行する 業務別 に集計 され た もの で あ り ， 通 常の

損益 計算書 とは異 な るた め ， NHS と国 立 病院 の 財務 比 較分析 を行 っ た森 ・鶴 田 （2004） を参 考 に

当該損益計算書 の 再構 成を行 っ た
22
．表 3 は 当該調整 の 手続 きを経 て 集 計 した独 立 行 政法人 国

立 病 院機 搆全 体 の 収 益 と費用 を，移 行前 の 国立 病 院特別 会計 の 歳入 歳 出 と比較 した もの で あ る．
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（表 3） 国 立 病院特別会 計歳入 歳出 と独 立 行 政 法 人 国立 病院機構収 益 費用 の 比 較

歳入

国立病院特別会計 （平成13年度）

　　　　　　 歳出　　　　 億円

独立行政法人国立病院機構 （平成16年度｝

　　 収益　　　　　　　　 費用　　　 億円
駢 ノ 丶　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 服 レ凵　　　　　　　　　　 1芯 1 亅

経常収入

　　診療収入 （7939）
　　雑収入　 （221）

816G経常費用 「経営費」

　　医薬品等購入費（2134）
　　人件費　 　　 （4520）
　　施設管理経費　（1152）

　　患者関係費　 　 （283）
　　医療機器経費　 （89）

8538 経常収益

　　医業収益 6998
経常費用

　医業費用

　材料費　 （1604）
　給与費　 （3759）
　委託費　　（287）

　研究研修費　 

　減価償却費（560）

6947

882 研究費等　 　　（360）借入金

　 （財政投融資〉 看護婦等養成費 85 医業外収益 25 経費　　 （735）

決算剰余金積立受入 179施設整備費 967 運営費交付金等 76 医業外費用 257
一
般会計か らの繰入 1310国債整理基金特別会計繰入 939 臨時利益 232

予備費 2 当期純利益 △ 85 臨時損失 212

厚 生 労 働省資料 （2002）
23
お よ び 独 立 行 政 法 人 国 立病院機 構平成 16年度

第 1事業年度財務諸 表 等 を も とに 著者 が 作成 し た デ
ータ に 基 づ き 作成．

　ま た 国立 病 院機構 は 平成 16 年度 の 時 点で ，154 病院 で 構成 され て い る が ，そ の 個別 の 病院 の

当期 純利益 の 状 況 は 以下 の 通 りで あ る ．全 154 病 院 の うち 当期純利益 を計 上 した 病院は 73 病院

（47．4％），最 終損益 が 当期 純損 失の 病 院 は 81 病院 （52．6％） で あ っ た ．平成 17 年 度に 厚 生労

働 省 が 平成 15 年 度の 公 的医 療機 関の 経 営状況 に つ い て 調査 を行 っ て お り
24
，日本 赤 十宇病院 は

黒字病 院数 が 50 （54．3％），赤字病院数が 42 （45 ．7％），ま た 済生 会は 黒 字病 院数 が 55 （69．6％），

赤字病院数 が 24 （30．4％），自治体病 院 は 黒 字病 院数 が 389 （38．9％），赤字病院数が 611 （61．1％）

とな っ て い る ．こ れ らの 数値 を もと に他 の 公 的病 院の 日赤や済 生 会 ， 自治 体病院 と国立病院機

構 と を比 較 して み る と ， 国立 病院機構 は 済生会 よ りは 赤宇 病院数 の 全体 に 占め る割 合 が 多い が ，

日赤や 自治体病院 よ りは 黒字病 院の 全 体 の 占め る割合の 大 きい こ とが わか る（表 4 参照）．

（表 4） 病院数 ；総費用対総収益

平成 15年度 平成16年度

日赤 済生会 自治体 国 立 病院機構

黒字病院数 5054 ．3％ 5569 ，6％ 389　 38，9％ 8152 ．6％

赤字病院数 4245 ．7％ 2430 ．4％ 611　 61．1％ 7347 ．4％

計 92100 ．0％ 79100 ．0％ 1000100 ．0％ 154100 ，0％

厚 生 労働省 医政 局 指導課 「平成 15年度主要公 的医療機 関 の 状 況 2005191 お よ び 独 立 行 政法 人 国立病院機構平

　　　　　　 成 16 年度第 1 事業年度財務諸 表 等 を も と に 著者作成 の デ
ータ を も と に 作成．

　さ らに ，厚 生 労働省 の 同調査 を も とに ，平成 15 年 度 の 日赤 ・済 生会 ・自治体病 院 と，平成 16

年度国立病 院機構 の 経営状 況 の 比較 を 行 っ た （表 5 参 照）．各開設 主 体に お い て 医業収 益規模 を

統
一

して 比 較 す るた め に ， 医業収益 100 対医業 費用 とい う数値 で 比 較 し て い る ． 日赤 が医 業収

益 100 に対 して O．3 の 当期純利益 を ， また済生 会が 医業収益 100 に対 して 当期純利益 O．9 を，

そ れ ぞ れ グル ープ全 体 として 計上 し て い るの に比 べ ，国 立病 院機構 は医業収益 100 に対 して 1．2

の 損 失 を機構 全 体で 計上 して い る ，ま た 自治 体病院は 医業収益 100 に対 して 2．8 の 損失 を計上
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して い る ．また医業 費用 の 構成 につ い て は，給 与費 につ い て ， 日赤 が 対 医業収益 50。7，済生 会

が 47．1 で あ るの に比 較 し て 国 立 病院機 構 は 51．3 とな っ て お り，自治体 開設 の 病院は さ らに 高

い 55．0 とな っ て い る点 が特 徴 と し て 挙 げ られ る ．ま た 経費の 対 医業収益 の 比 率に つ い て も ， 日

赤が 6．5，済生会 が 75 で あ る の に 比 較 して ，国立病 院機構 は 10．0，自治 体病 院は ll．0 、とな っ

て い る． とこ ろ で 自治 体病 院に つ い て は 本稿の 分析 目的 とは 異な るた め に詳 し く触れ ない が
，

対 医 業収益 の 委託 費が 8．7 と，他 の 開 設 主体 よ りも 高い 点 が 目を 引 く，病 院 に お ける包括 的な

経営 管理 ，す なわ ち管理会 計 の 機 能 を， 自治体 病 院 におい て 見 る 際 に，当該機 能の 有用性 が発

揮 され る 点で あ る と考 え られ る ．

（表 5）医業収益 100対 医業費用

平成 15年度 平成 16年 度

日赤 済生会 自治体 国立病院機構

医業収 益 100．0 100．0 100，0 100，0

医業費用 材料費

　　　　 給与 費

　　　　 委託 費

　　　　 研 究研 修 費

　　　　 減価償却費

　　　　 経 費

30．950
．76

，00
．45
．66

．5

31．047
．16
，50
，36
．07

．5

27．455
．08
．70
．47
．511

．0

21．951
．33

．90
．00

．810
．0

医 業利益 △ O．1 1，4 △ 9．9 1．7

医業外収益

医業外 費用

2．73
．2

1．22
．3

14．16
．8

0．33
．5

経常利益 △ 0．6 O．3 △ 2．5 △ 1．4
臨時利益

臨時損失

1，40
．5

1，40
．9

0．40
．6

3．22
．9

当期純利益 0．3 0．9 △ 2，8 △ 1．2

厚 生 労働省 医政 局 指導 課 「平成 15年度 主 要公 的 医療機 関 の 状況 2005／9］ お よ び独 立 行政法人国 立病院機構平

　 　　　　 成 16年度第 1 事業年 度財務諸表 等 を も と に し た 著者作成 の デ ータ に 基 づ き作成．

　 さ らに 以下 で は ，公 表 され て い る もの で は 業務別 表示 にな っ て い る独 立 行 政 法人国立 病 院機

構 平成 16 年 度（第 1期 事 業年度）の 損益 計算書を ，全 体表示 に調 整 し直 し，医業利益 ，経常利益 ，

当期純利 益 の 算 出 を行 っ た（表 6 参照）．154 病院 全体 の 医 業利益 は 126 億 円 ，経 常利益 は マ イ ナ

ス 106 億 円 （損 失），当期純 利益 は マ イナ ス 865 億 円 （損失） とな っ て い る ．ま た 赤字病 院 81

病院 の 平均 と，黒 字病院 73 病院 の 平均 をそれ ぞ れ算出 した ．赤 字病 院平 均 で は医業利 益 が マ イ

ナ ス 2 億 円 （損 失），経 常利 益が マ イ ナ ス 3．3 億 円 （損失 ），当期純利益 が マ イ ナ ス 35 億 円 （損

失 ） とな っ て い る ．黒字 病 院平均 で は ， 医 業利 益 が 4 億 円 ， 経常利益 が 2．2 億 円 ， 当期純利 益

が 2，7 億 円 とな っ て い る．

3． 2　 業務別 損益状 況

　独 立行政 法 人 国 立 病院機構 で は ，そ の 機能 を 高度 ま た は専 門 医療 に
一

層 特化 し，そ の 果 た す

べ き役割 を適 切 に遂 行す る観 点か ら ， 施 設の 機能 類型 化 を行 うと と もに ， 政策医療 分野 ごとに ，
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（表 6）独 立 行政法人国立病院機構平成 16年度 （第1期事業年度〉損益計算書 （万 円

154病院 81病院 73病院 変動係数

総額 （154病院） 平均 赤字平均 黒字平均 全体 赤字 黒字

医業収益 69，975，824454 ，388358 ，278561 ，
G310 ．7o 。70 ，6

補助 金 等
・計 運 営費交 付 金 収 益 660，2584 ，287 4，1774 ，窪10 ユ．61 ．61 ．6

補助金等収益 70，154 456 402 5151 ．11 ，11 ．1

寄付金収益 7，678 50 66 324 ，03 ，83 ．6

資産 見返物品受贈額戻入 4，105 27 51 011 、58 ，4 一

施設費収益 工8，081 117 63 1786 ．82 。86 ，3
医業費用　　材料費 16，042，775104 ，17些 77，621133 ，6371 ，01 ，10 ，8

給与費 37，586，437244 ，068211 ，067280 ，686O ，5O ，50 ，4

委託費 2，865，16418 ，60514 ，97622 ，631O ，80 ．8O ，7

研究研修費 25，293 164 115 2191 ，91 ．71 ．9

減価償却費 5，604，23336 ，39139 ，54832 ，8881 ．11 ，11 ．0

経費 7，348，00547 ，71440 ，31555 ，
9250 ，70 ．80 ，6

医業費用 ・計 69，471，906451 ，116383 ，641525 ，9860 ，00 ，00 ．0

医業利益 1264194 8209 一20605401805 一10 ．9

医業外収益（「そ の 他経常収益 」 ） 245755 1596 1268 1959111 ．2

医業外費用 （「そ の 他経常費用 」） 2574QO416714 1394019793111 ．2

経常利益
一1064055 一6909 一3327622346 一6 一11 ，0

臨時利益 232289915084 1241118049110 ．8

臨時損失 212400513792 145511295 互 110 ．7

当期純利益
一865160 一5618 一3541627445 一8 一11 ．0

独 立 行 政 法 人 国 立 病 院 機 構 平 成 16 年 度第 1 事業年 度財務諸表等 に よ る デ
ータ を も とに 作成 ．

診療 ・臨 床 研 究 ・教育研 修 お よび 情報 発 信 の 全 国 的 な政 策 医療 ネ ッ トワ ーク を計画 的 に構 築す る

こ と が掲げ られ て い る
25
．臨床研 究 とは全 国 か らの 豊 富な症例 収 集 に 基 づ く診療デ ー

タ ベ ー
ス

の 構築 に よ る ， 新 し い 診断 法・治療法の 開発 医薬品 の 臨床試 験 の 実施 を指 し，教 育研 修 とは，

高度 医療，難 病等 患者の ニ
ーズ に対応す る臨床研 修や 医療 専 門職 の 要請 に よる 医療専 門職 の 全

国的配置 を 指す ．ま た 情報発 信 とは 研 究成 果 ， 最新 医 療 ，標 準的 医療等 に 関す る情報 共有化 で

あ る ．こ こ で は ，
こ の よ うな国 の 業務 を代行 す る と い う形 で 複数 の 業務 を行 っ て い る 国立病 院

機構にお ける診療 業務 ・教 育研修 業務 ・臨床研 究 業務 とい っ た 各業務別 の 損益 と，個別 病 院全体

の 当期純利 益 の 関係 に つ い て 比 較 を行 っ た（表 7 参 照）．まず診療業務利益 に つ い て 見 る と，赤

字病 院 81病院 の 平均診療業務利益 は マ イ ナ ス 2 億円 （損 失） で あ る の に 対 し て ，黒字 病院 73

（表7）独 立行 政法 人 国立病 院機構 平成 16年 度 （第 1事 業年度） 業務別 1 （万 円）

154病院 81病院 73病 院 変動係 数

総額 （154病院 平均 赤字平均 黒字平均 全体 赤字 黒 字

診 療 業務収 益

診療業務費用

69，335， 366
68，042，469450

，
230

441， 834356p373376，878554
，372

513， 9090
．70

．60
．70
．70

．60
．6

診療業務利 益 12928978395 一2050440462 5 一1 1

教育研 修業務収 益

教育研修業務費用

70800067337445974373 29422736 64346

／88

玉

122
11

教育研 修 業務利 益 34626 225 206 245 55 5

臨床研 究業務収益

臨床研 究業務費用

69273475606344984910 37214027 53615888 2222 12

臨床 研 究業務利 益
一63329 一4ユ1 一306 一527 一6 一7 一5

独 立 行政法 人 国 立病院機構 平 成 16 年度第 1 事業年度財務諸 表等 に よ る デ
ー

タ を も と に 作成．
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病 院 の 平均診療業務収益は 4 億 円で ある ．ま た 教育研 修業務利 益 に っ い て は ，赤字病院平均で

は 206 万 円で あ る の に 対 し黒 字病院 平均 は 245 万 円，臨床研究業務利益 に っ い て は ，赤字病院

平均 は マ イ ナ ス 306 万 円 （損失）で あ る の に 対 し ， 黒 字病院平 均 は マ イ ナ ス 527 万 円 とな っ て

い る ．こ の こ とよ り ， 全 体 と し て 当期純利益 を計上 し て い る黒 字病 院で は ， 診療業務お よび 教

育研 修 業務 に おい て 経営 に 何 らか の 差異が あ る こ とが伺 われ る ．

　 こ こ で 医業収益 を見 て み ると，赤字病 院 の 平 均額 が 36億 円で あ るの に 対 して 黒字 病院の 平 均

額 は 56億 円で あ る．こ の こ とは病 院の 規模 や 地域 特性 を排 除 し た上で ， 国立病 院間の 比較 を行

う必 要が あ る こ とを示 して い る．し か し標榜 診療 科 の 違 い や 定性 的要 因 を標 準化 し，比 較す る

こ とは非常 に 困難 な こ とで あ る ．そ こ で 本稿で は 以下 ， 33 節 に お い て ，医療機関に とっ て 売

上 高 の 大部 分 に相 当す る診療 報 酬が ， 診療 報酬 点数表 とい う点数 に対 応す る公 定価格 の 一
つ で

あ る こ とに着 目し，医業収 益 を 154 病院 の 平 均 に標 準化す る こ とに よ り ，
こ の 病院規模 お よび

地域特性 をあ る程度 まで 排 除で きる と仮定 し て ，国立病 院間 の 当期純利益 の 傾 向の 分析を行 う．

3． 3　国立病院機構 の 個別 施設 の 費用 構造

　国立 病院 機構 の 個別 施設 と い う位 置づ けで あ る各 国立 病 院 は，同
一

機構 に所 属す る病院 とは

い え ， 取 り扱 う標榜診 療科 か ら病院の 位置す る地 域的要 因ま で ，医業収 益に影響す る要 因が

多様 で あ る ，ゆえに 当期 純利 益 の 比 較 を行 う際 に は こ の 医 業収 益 の 多様な 要因 を 出来る 限 り排・

除 した 上 で 行 う必要 が あ る．こ こ で は 医療機 関 に と っ て の 売 上高 に相 当す る診 療 報酬 が ， 公 定

（図 6） 国 立病 院機構 の 全体 平 均 医 業収 益調整後 の 当期 純利益 額別 ・病院数
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価 格 で ある こ と に着 目し ，国立 病院機 構 の 個 別施 設 で ある 各病 院 の 当期 純利益額 を，それ ぞれ

の 医業収益額 を平均値 に 標 準化 した もの に対応す る よ う調整 し 直 し比較 を行 っ た ．図 6 は 医業

収益 を平均値 に調整 した 後 の 当期純利 益額 の 1頓に ，国 立 病院機構 全 154 病 院 をカテ ゴ リー化 し，

プ ロ ッ トした も の で あ る（図 6 参 照）．全体 平 均 医 業収 益 に 調整 した 後 で の 当期純利益 額 を 比 較

す る と ， 調整 後 当期 純利 益額 が マ イナ ス 4 億 円 （損失）か ら 4 億 円の 区間 に 104 病院 （68％）

が プ ロ ッ トされ て お り，単に 赤字 ，黒字 の 別で は な く ， 当期純 利益 がプ ラ ス で あ っ たか マ イ ナ

ス で あ っ た か の 区分 を超 え た 分析視点 が 必要 で ある こ とが わか る ．

4． 分析結果 の 考察 と今後 の 課題

　本 稿 で は独 立 行 政 法人 国立 病院機構 の 施設別 損益 を も とに した 費用 構造 の 分析 を行 っ た ． さ

らに 医療機 関に とっ て の 売上 高 に相 当する診療 報酬 が，公 定価格 で ある こ とに着 目 し，医 業収

益 を 平均値 に調 整 し，そ の 調整後 で の 当期純利 益 を比 較す る こ とに よ り，独立 行 政法 人国立 病

院機構 154 病 院 の 分析 を行 っ た．そ の 結果 明 らか に な っ た こ と は ，赤字／黒 字 の 別 で は な く ， 医

療機 関の 当期純 利益 額 を，0 を 中心 と して連続 で捉 え る必要 が あ る とい うこ とで あ る，こ の こ

と は ， 医療機関 に お け る赤字経営の 意 味を捉 え る 際 に ，示唆 に 富む事実 で あ る． と い うの も，

当該 事項 は非 営利組 織 にお ける管理会 計 の 機 能 を研 究 す る 際に ，そ の フ レ
ーム ワ

ー
ク構 築に重

要 な要素 とな る か らで あ る ．医 療 の 質や 患者満足 等 ，医 療機関 に お け る管理 会計の あ り方 を 考

え る際 に は ，考慮す べ き特 質が 多 い ． さらに 制度 面 に お い て は ， 経営管 理 目的お よび政策評価

目的の 観 点 よ り ， 適 切 な利 益概念 の 確立 が求 め られ て い る ． さらに 医療機 関に つ い て は 収益 に

相 当す る診 療報酬 が公 定価格 で ある こ とを踏 ま え た 上 で
， 医療機 関 にお け る 原価 計算の 意義 と

そ の 目的 を捉 え る こ と も必 要で ある ．ま た 今後 ，管理 会計研 究者 が 医療機 関を対象 と して研 究

す る際 ， 医 療機 関 をジ ェ ネ ラ ル な管理 会計研 究の
一

対 象分 野 と して 捉 え る と い う視点 を もつ の

か
， そ れ と も医療機 関独 自の 管理 会計 の 機能 とい う研 究視点 を もつ の か 意識 する こ とが 必 要 で

あ る と考 え る．
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制度的 変化 を含 め た詳 細 は衣 笠 （2006）を参 照 ，

医療機 関の 非 営利性 と利 益 の 関係に つ い て は 明治安 田生 活福祉研 究所（2005 ，
3）を参照 。

各 開設 主体 に つ い て の 概 説 は 柿原 （2004 ；pp．170−173）を参照 ，

柿原（2005 ；p．173＞，

新 日本 監査法入 （2002 ；p，166）．

同上 書（2002 ；p．166）．

荒井（1999／10）は公 会計 の ア ウ トカ ム に つ い て 論 じ て お り， 非営利 の ア ウ トカ ム 測 定 に お け

る多面 的 な指標 の 重要 性 に つ い て 言及 して い る ．

大久保 （2002 ；p．267）．

同 上書（2002 ；p．267）．

同上 書（2002 ；p．267）．

同上 書（2002 ；p267）．

同上 書（2002 ；p．267）．

厚 生労働省 医政局 ，国立 病院指導課 ，監査指 導決算係 （2006 ；p．405）．
久 道（2004 ；p．31）．

さ らに 以後，再 編成 を行 うこ とに よ り最 終的 に は 144 施設 に なる 予 定 とされ ，平成 18 年 5

月 末 現在で は 146 施 設 とな っ て い る．

独 立 行 政法人 国立 病院機 構 は移行 後，第 1期 事業 年度 の 事業報 告書 を作成 ，公 表 し て い る（『独

立 行 政法人 国立 病院機構 平成 16 年 度（第 1 期事業 年度）事業報告 書』）．

独 立行 政法人 国 立病 院機構 （2007（「独立 行政 法人 国立 病院 機構 平成 16 年度（第 1 期 事業年

度 ）事 業報告 書」 ））；p．3ユ）。

厚 生 労働 省（2001（「資料 3−2 独 立 行政 法人 化 に っ い て の 規定 事項等 」 ）；p．4（「利益及 び 損失

の 処 理 」））（『第 1 回 国 立病 院，療養 所 の 独 立行 政法 人 に お け る財 政運 営 と効率化方 策 に 関す

る懇談 会資料 』）．

後（2002 ；p．16）．

久道（2004 ；p．31）．

後（2002 ；p．17）．

そ の 具 体 的な手 続 きは 以 下 の 通 りで ある ．  対診 療業務 ・補 助金等 は ， 診 療業務 収益 と して

計 上 され て い る 「運営費交付 金収益 ，補 助金等 収益 ，寄付 金等収 益 ，資産見 返物 品受贈額

戻入 ，施設 費収 益 」 の 合計 で あ る．  対教 育研 修業務 ・補助 金 等 は 教 育研 修業務収益 と して

計 上 され て い る 「運 営費交付 金 収益，資産見返 物 品 受贈額戻入 ，施 設 費収益 1 の 合 計 で あ

る ．  対 臨床 業務 補助金 等 は 臨床 業務 収 益 として 計上 され て い る 「運 営費交付金 ，補助 金

等 収益 ，寄付金 収益 ，施 設費 収 益」 の 合 計 で あ る ．  医業 利益 は 診療 業務収 益合 計 ，教 育

研 修業務収益合計，臨床研 究業務収益合計 の 合計 で あ る ．  発表 され て い る もの は こ れ ら

に 「そ の 他 経 常収益合 計 」 を加 えて 「経常収益合計 1 と して い る が 「そ の 他経 常収益 合計 」

に 含 まれ る勘 定科 目は 本 来医業 外収益 に 相 当す る もの で あ る為 ， こ こ で は 「そ の 他経 常収

益 合計」 を 医業外 収益 と して 表 示 し て い る ，  発 表 され て い る もの で は 材 料費，給 与 費，

委 託 費，研 究研 修費 ， 減価 償却 費，経費は 業務費用 ご とに 表示 され ，ま た 区分 も統 一 され

て い ない ．ゆ えに こ こ で は 各業 務費用 の 中に そ れ ぞ れ 表 示 され て い る もの を収集 し再構成

した ．  材 料 費 は 「 1 診療 業務 費」 の 「材 料費」 と FMim 床研 究業 務 費」 の 「材料 費」 の

合計 で あ る （「11教育研 修業務費」 の 中に 「材料費1 は 計 上 され て い ない ）．  給 与費は

　 「1診療業務費」 の 「給 与費」 と 「H 教育研修業務費」 の 「看護 師等養成所 運営費」 の 「給
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与費」 と 「H 教育研修業務費」 の 「研修活 動費」 の 「給与 費」 と 「皿 臨床 研 究業務費」 の

　「給 与費 」 の 合 計 で ある．  委 託費 は 「1 診 療業 務 費」 の 「委託 費」 と 「皿 臨床研 究業務 」

の 「経費 」 の 中 に 区分 され て い る 「委 託費 」 の 合 計で ある （「H 教育研 修業 務 費」 の 中 に

　「委 託費」 は計 上 されて い ない ） ，  研 究研修 費 は 「1診 療業務 費」 に含 まれ る 「研 究研

修費」 で あ る．  減価償却費は 「1診療業務費」 に含 まれ る 「委 託費」 内の 「減価償却費」

と 「H 教 育研 修業務 費」 に 含 まれ る 「看護師等 養 成所運 営費」 の 中の 「経費」 内 の 「減価

償却 費」 お よび 「研 修活 動費」 内 の 「経費」 に含 まれ る 「減価償却費」 と 「皿 臨床研 究業

務費」 に 含 まれ る 「経 費」 の 中の 「減価償 却 費」 の 合 計で あ る．  経費 は 「1 臨床業務 費」

の 「設備 関係費」 よ り 「減価償却 費」 を除い た もの と 「1 診療 業務費」 の 「経費」　 「H 教

育研 修 業務 費」 の 「看護師等養成所運 営費」 の 「経費」 よ り 「減価償却費」 を 除い た もの

と 「H 教 育研 修業 務費 」 の 「研 修 活 動費」の 「経費」 よ り 「減価償却費」 を除 い た も の 「皿

臨床 業務 費」 の 「経 費 J よ り 「委 託 費」 と 「減価 償 却費」 を除 い た もの の 合 計 で ある ． 

運 営費補 助金や 施設設 備助成金等，通 常は 病院会計準則 の 基づ き運営 費補助金 収益，施設

設備助成金 収益 と して 医業外収 益 に計上 され る補助金 等
22
は ，独 立 行 政 法人 国 立病院機構

公 表 の 損益計 算書 に お い て は 「医 業収 益」 「医 業外 収 益」 と い うく く りが な く各 業務 （診療

業務，教育研修業務，臨床研究 業務） に 分 けて 表 示 され て い たた め新 た に 医業外収 益の 項

目 を作成 し補助金 等は 当該項 目 へ 分 類 した ．

出所 ；  厚 生労働省（2001）「資料 2 国立病 院 ・療養所 の 現状」 『第 1 回 国立 病院 療養所 の 独

立 行政 法人 に お け る財政 運営 と効 率化方策 に 関す る懇 談会資料 2001 年 7 月 10 日』p．19．，

  厚 生 労働省 （2001）「資料 2−1 平成 13 年度 国立 病 院特別 会計予 算 の 概要 j『第 3 回 国 立 病院 ，

療養所 の 独 立 行 政法人 に お ける財 政 運営 と効 率化 方策 に関す る懇談 会資 料 2001 年 11 月 5

日』p．1，4．，   厚生 労働省（2002）「資料 2 企 業会計基 準 に基 づ く財 政運 営 に つ い て 」『第 7 回 国

立 病院，療養所 の 独 立 行 政法人 に お ける財政 運営 と効 率化方策に 関す る懇談会 資料 2002 年

7 月 31 日』p．6．

厚生 労働省 医政局 指 導課 「第 5 表／医 業収 益 100 対 医業費用 」 （「平成 15 年度主 要公 的 医療

機 関の 状況 ，平成 17 年 9 月」 ）．

総務省 財 政制 度審議 会（2003 ；p．4）．
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